
資料6－2  

老人保健事業、介護予防事業等に関する   
Q＆Aの整理（平成18年6月）  

■■■■■■■■■■■■■■■■t■■■  

本Q＆Aは、老人保健事業、介護予防事業、地域包括支援センター、新予防給付、介  

護予防市町村支援事業について、従来発出していたQ＆Aを事項別に整理するととも  

に、新たなQ＆Aを追加したものである。  

1．老人保健事業関係   

（1）基本健康診査関係  

（問1）基本健康診査の項目に、新たに追加された生活機能評価の項目は、全て実施で  

きるようにしてお力＼なくてはならないのか。  

（10月31日担当課長会議Q＆A「問1」（P．1）、  

12月19日担当課長会議Q＆A「問2」（P．24）と同旨）  

（筈）  

1．生活機能評価に関する項目のうち、反復唾液疇下テスト、心電図検査、貧血検査、  

血清アルブミン検査については、実施が必要と考えられる者について医師が選択して  

実施する項目とし、これらの項目以外は必須項目とする。  

2．生活機能評価に関する項目は、従来の基本健康診査と同様、必須項目については、  

全ての受診者に実施することを原則としており、一部でも実施できるようにしなかっ  

た場合には、国庫負担の対象とならない。  

（闇2）老人保健事業の対象者が生活機能評価の項目を受診する場合、これまでの基本健  

康診査と別に実施することは可能か。  

（12月19日担当課長会議Q＆A「闇1」（P，28）と同旨）  

（答）  

1．生活機能評価の項目は、これまでの基本健康診査の項目も含め、総合的に判断する  

こととしていることから、一体的に実施する必要がある。  

2．このため、一体的に実施しない場合については国庫負担の対象とはならない。  
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（問3）生活機能評価の項目を別の評価方法におきかえて基本健康診査の中で実施して特  

定高齢者を決定し、介護予防特定高齢者施策を実施してもよいか。  

（12月19日担当課長会議Q＆A「問1」（P．27）と同旨）  

（筈）   

地域支援事業における介護予防特定高齢者施策は、地域支援事業実施要綱において示す  

方法により特定高齢者を決定し、実施していただきたい。  

（問4）「介護予防のための生活機能評価」の判定報告は、これまでの健康診査結果通知書  

に記載欄を追加する等の方法により行っても差し支えないか。  

（12月19日担当課長会議Q＆A「閏3」（P．27）と同旨）  

（答）   

生活機能評価の判定報告については、例えば、既存の健康診査結果通知書に、「医療を優  

先すべき」、「生活機能の著しい低下有り」、「生活機能の著しい低下無し」の記載欄を追加  

して1枚の書式とし、通知書の医師氏名の記載は1カ所とする等の方法でも差し支えない。  

（問5）基本健康診査における指導区分（「異常認めず」、「要指導」及び「要医療」の区分）  

の決定にあたっては、生活機能評価に関する項目も考慮するのか。  

（10月31日担当課長会議Q＆A「闇2」（P．1）と同旨）  

（筈）  

お見込みのとおりである。  

（問6）基本健康診査以外の方法で把握された着で、健診を受診していない者に対しては、  

必ず受診勧奨を行わなければならないのか。  

（12月19日担当課長会議Q＆A「閏2」（P．28）と同旨）  

（筈）  

1．基本チェックリストでは、「特定高齢者の候補者」を絞り込むことは可能であるが、  

運動器の機能向上等の各プログラムの必要性を確認し、特定高齢者を最終決定するた  

めには、医学的評価が必要である。  
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2．このため、民生委員や家族等を通じて把握され、医学的評価を受けていない「特定   

高齢者の候補者」については、必要な検査を実施するため、医療機関又は基本健康診   

査等の受診を勧奨していただきたい。  

3．なお、既に医療機関において基本健康診査の検査項目に該当する項目を受診してい   

る場合については、当該項目を省略することができる。  

（問7）基本健康診査は、要介護認定を受けている青も受診する必要があるのか。  

（12月19日担当課長会議Q＆A「問3」（P．29）と同旨）  

（害）  

1．基本健康診査は、従来から要介護認定を受けている者も含めて、全ての高齢者を対  

象としてきたところである。  

2．なお、生活機能評価の結果は、特定高齢者の選定のためだけではな＜、要支援、要   

介護者について、運動器の機能向上等の各プログラムの必要性の判断や安全管理にも  

活用できることとなっている。  

（間8）特定高齢者である可能性が高い者が把握され、その者が既に当該年度に基本健康  

診査を受診している場合、どのように対応したらよいか。  

（12月19日担当課長会議Q＆A「闇4」（P．29）と同旨）  

（筈）  

1．基本健康診査は、原則、同一人について年1国行うこととなっている。  

2．このため、状態に大きな変化がない場合は、当該年度に受診した際の基本健康診査  

の結果に基づき特定高齢者の判定を行って差し支えない。  

3．一方、状態に大きな変化がある場合は、適宜、医療機関の受診を勧奨し、この中で  

必要な検査を実施することが考えられる。  
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（閏9）一定期間、介護予防特定高齢者施策の介護予防プログラムに参加した後には、介  

護予防ケアプランを見直すために、基本健康診査を実施する必要はないか。  

（12月19日担当課長会議Q＆A「問5」（P．29）と同旨）  

（筈）   

当該年度に既に基本健康診査を受診している場合には、基本チェックリスト等の入手可  

能な情報に基づき、プログラムの効果等の評価を行い、必要に応じて介護予防ケアプラン  

を見直すこととなる。  

（闇10）基本健康診査の通年の実施体制とは、どのような体制を指すのか。  

（筈）  

1．「特定高齢者の候補者」が把握された際には、速やかに基本健康診査等により特定高  

齢者の判定を行い、特定高齢者と判定された場合には、早急に介護予防の支援を行う  

必要がある。このため、何カ月も待つことな＜基本健康診査を受診できるような体制  

の整備が重要である。  

2．このような通年の実施体制の整備は、「特定高齢者の候補者」が把握された際の受診  

機会の確保が目的であり、一般の高齢者に積極的に広報する必要もな＜、少数の協力  

的な医療機関と委託契約を結ぶ等により、月に最低1国の受診機会を確保できればよ  

いと考えている。  

（2）経費関係  

（問11）基本健康診査における生活機能評価に関する項目の結果について、医療機関か  

ら地域包括支援センターヘの情報提供に関する経費については、地域支援事業の対  

象経費としてよいか。  

（10月31日担当課長会議Q＆A「問6」（P．2）と同旨）  

（筈）   

基本健康診査を委託して実施した場合、その結果については、委託契約上、実施機関か  

ら市町村へ報告されるものと考えられることから、情報提供に関する経費について、別途、  

地域支援事業の経費として計上することはできない。  
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（問12）65歳末満の者に対する老人保健事業における「機能訓練（A型）」と65歳以  

上の者に対する介護予防事業における「運動器の機能向上プログラム」を一体的に  

実施してもよい机この場合、担当する保健師等の人員に要する経費や会場借料、  

光熱費等の経費については、人数等で按分する方法で切り分けてよいか。  

（12月19日担当課長会議Q＆A「問7」（P．30）と同旨）  

（筈）  

1．両事業については、分けて実施することが原則である。ただし、各事業の効果的な   

実施に支障を来さず、かつ、事業に要する経費を適切に按分できる場合については、  

一体的に実施しても差し支えないものと考える。  

2．なお、適切な按分方法としては、例えば、両事業に共通する人件費、光熱費等の経  

費について、参加人数で割る等の単純な方法ではなく、事業に要する時間等で按分す  

るなど、より実態を反映させた方法を用い、適切に処理されたい。  

（問13）保健事業費等負担金により購入した機能訓練車については、介護予防事業に利  

用することは可能か。  

（12月19日担当課長会議Q＆A「問8」（P．30）と同旨）  

（筈）   

可能である。ただし、老人保健事業の対象者の利用に支障を来たさないよう留意する必  

要がある。  
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2．介護予防事業関係  

（1）事業関係（特定高齢者把握事業関係を除＜）  

（闇14）介護予防事業の特定高齢者施策における運動器の機能向上や栄養改善などの各  

プログラムは、平成18年4月から必須で実施しなければならないのか。  

（12月19日担当課長会議Q＆A「閏13」（P．32）と同旨）  

（筈）   

一部の市町村においては、平成18年4月から全てのプログラムを実施できないことも  

想定されるところであるが、この場合においても、平成19年度中には全てのプログラム  

が実施できる体制を整備するよう努められたい。  

（闇15）介護予防特定高齢者施策と介護予防一般高齢者施策を一体的に実施することは  

可能か。  

（12月19日担当課長会議Q＆A「隠14」（P．32）と同旨）  

（筈）  

1．介護予防特定高齢者施策と介護予防一般高齢者施策は、事業の目的や対象者が異な  

っていることから、一体的に実施することは想定していない。  

2．ただし、一般高齢者施策は全ての高齢者を対象に実施するものであり、特定高齢者  

の参加を妨げるものではない。  

（闇16）市町村において地域保健活動として行っている精神保健福祉活動で訪問してい  

る事業については、訪問型介護予防事業として考えてよいか。  

（10月31日担当課長会議Q＆A「問8」（P．3）と同旨）  

（害）  

1．介護予防事業は、介護予防の観点から実施するものであり、精神保健福祉活動とは  

事業の趣旨・目的が異なることから、訪問型介護予防事業には当てはまらない。  

2．しかしながら、事業の効果を上げる観点から、介護予防事業の実施に当たっては、  

関係部局、関係機関が、連携して様々な事業等を総合的に活用できるよう実施してい  

ただくことが望ましいと考えている。  
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（閏17）訪問型介護予防事業において、訪問する担当者は、ホームヘルパー等でもよい  

のか。  

（10月31日担当課長会議Q＆A「問9」（P．3）と同旨）  

（答）   

訪問型介護予防事業の担当者については、保健師、看護職員、理学療法士、作業療法士、  

言語聴覚士、管理栄養士、歯科衛生士等であり、ホームヘルパー等は想定していない（問  

19は例外）。  

（問18）適所型介護予防事業は対象者の通いを基本としているが、送迎も可能か。  

（10月31日担当課長会議Q＆A「問10」（P．3）と同旨）  

（筈）   

送迎についても、通いの範疇に含まれると考えており、同事業の中で実施することは可  

能である。  

（闇19）これまで「介護予防・地域支え合い事業」において実施されてきた「生活管理  

指導員派遣事業」は「訪問型介護予防事業」において実施することは可能か。また、  

「生活管理指導短期宿泊事業」を地域支援事業の対象にすることは可能か。  

（10月31日担当課長会議Q＆A「閏11」（P．4）と同旨）  

（筈）  

1．「生活管理指導員派遣事業」において事業が実施されている者に対して生活機能評価  

等を行った結果、特定高齢者と判断された者又は生活環境等の状態から特定高齢者と  

同等であると判断された者については、「訪問型介護予防事業」の対象に該当するも  

のとして判断して差し支えない。  

2．また、1と同様に「生活管理指導短期宿泊事業」の対象者のうら、特定高齢者又は  

それと同等であると判断された者については、「適所型介護予防事業」の対象者とし  

て差し支えない。  
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（問20）特定高齢者には該当しないが、介護予防一般高齢者施策のメニューでは対応で  

きないと判断される高齢者がいる場合、特定高齢者とみなして事業を実施してもよ  

いか。  

（12月19日担当課長会議Q＆A「問12」（P．32）と同旨）  

（筈）  

1．特定高齢者の選定の基準に該当しない場合、介護予防特定高齢者施策の対象とはな  

らない。  

2．特定高齢者には該当しないが、何らかのニーズが認められる者に対しては、介護予   

防一般高齢者施策のメニューを工夫するなど、市町村において、適切に支援していた  

だきたい。  

（問21）適所型介護予防事業における栄責改善プログラムの実施に当たっては、管理栄  

養士だけではな＜栄養士もアセスメント等を実施することは可能力㌔  

（12月19日担当課長会議Q＆A「闇17」（P．34）と同旨）  

（害）   

適所型介護予防事業における栄養改善プログラムの実施に当たっては、管理業責士が事  

業の実施を担当することが原則であるが、現時点におけるサービス提供体制を考慮し、経  

過措置として、平成20年3月31日までの問に限り、栄養管理業務に閲し5年以上の実  

務経験を有する栄養士に、本業務の実施を担当させることができる。  

（問22）適所型介護予防事業の参加者について、訪問型介護予防事業として居宅を訪問  

することは差し支えないか。  

（12月19日担当課長会議Q＆A「問18」（P，34）と同旨）  

（筈）  

1．訪問型介護予防事業は、適所が困難な者を対象とすることとなっていることから、  

適所型介護予防事業の参加者に対して、同時期に訪問型介護予防事業が実施されるこ  

とは想定していない。  

2．なお、適所型介護予防事業の効果的な実施を図る観点から、当該参加者の居宅にお  

ける生活状態等を把握するために居宅を訪問させることが考えられるが、この場合に  

おいては、適所型介護予防事業を担当するスタッフにより対応されたい。  
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（問23）介護予防特定高齢者施策評価事業及び介護予防一般高齢者施策評価事業につい  

ては、実施主体が市町村となっているが、委託することはできないのか。  

（10月31日担当課長会議Q＆A「問14」（P．5）と同旨）  

（筈）  

1．評価事業については、事務の一部（データの集計や分析等）について委託すること  

が可能である。  

2．しかしながら、これらの分析結果に基づく事業の評価は、市町村が自ら実施するこ  

とが適当である。  

（問24）介護予防普及啓発事業及び地域介護予防活動支援事業については、実施主体が  

市町村となっているが、委託することはできないのか。  

（10月31日担当課長会議Q＆A「問15」（P．5）と同旨）  

（害）   

介護予防普及啓発事業及び地域介護予防活動支援事業については、事業の趣旨に沿った  

ものであれば、市町村が適当と認めたものに対して委託できる。  

（闇25）法律上、介護予防事業の対象者は「第1号被保険者」となっているが、地域介  

護予防活動支援事業の対象とされている「ボランティアの育成」等の事業は、65  

歳末満の者も育成してよいの力＼。  

（12月19日担当課長会議Q＆A「間15」（P．33）と同旨）  

（筈）   

第1号被保険者の支援活動を目的とするボランティアや地域活動の育成・支援について  

は、65歳未満の看であっても対象として差し支えない。  
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（問26）介護予防特定高齢者施策に一定期間参加したことにより状態が改善したとして  

も、その後の継続がなければ改善の維持は困難と考えられるが、介護予防事業にお  

いてはどう対応すればよいか。  

（12月19日担当課長会議Q＆A「問16」（P．33）と同旨）  

（筈）  

1．介護予防特定高齢者施策を実施した結果、改善の効果が認められ特定高齢者に該当  

しなくなった場合には、その心身の状態を再び悪化させないよう、介護予防一般高齢  

者施策への参加、家庭や地域における自主的な取組等を継続することが重要である。  

2．その受け皿づくりのためにも、介護予防一般高齢者施策の地域介護予防活動支援事  

業により、地域活動組織やボランティア等の育成・支援に積極的に取り組むことが必  

要である。  

3．なお、特定高齢者に該当する者は、地域包括支援センターにおける介護予防ケアマ  

ネジメントで必要と判断されれば、＜り返し、介護予防特定高齢者施策に参加するこ  

とが可能である。  

（問27）介護予防手帳はどのような形態とすればよいか。また、老人保健事業の健康手  

帳と介護予防手帳を、一体のものとして作成して良いか。   

（2月17Ej介護制度改革INFORMATlON（＞01．61）（Q＆Aその2）「問4」と  

3月 7日介護制度改革INFORMATlON（＞01．70）（Q＆Aその3）「間1」と同旨）  

（筈）  

1．以下を参考に介護予防手帳を作成していただきたい。   

○名称：各市町村で命名して差し支えない。   

○用途：介護予防事業の効果的な実施のためには、本人、家族、包括支援センタ  

ー、事業者等の関係者が、介護予防事業に関する情報を共有することが求め  

られる。このため、生活機能の状況や、介護予防ケアプランの内容等をファ  

イリングし、本人に携行させる媒体として、介護予防手帳を活用するものと  

する。   

○交付対象者：特定高齢者及びその他希望する者   

○大きさ：A4版を標準とする。   

○形態：二穴ファイルを標準とする。  
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○ファイリンクする書類の例   

①基本チェックリスト   

②健康診査等の結果票   

③医療機関から提供された診療情報   

④利用者基本情報   

⑤介護予防サービス・支援計画書   

⑥介護予防サービス・支援評価表   

⑦事業者による事前・事後アセスメントの結果票   

⑧介護予防に関する啓発資料  

（各プログラムの内容、地域のサービス資源、相談窓口のリスト等）   

⑨その他、介護予防に関する書類  

2．老人保健事業の健康手帳との一体化については、適切な経理処理等が必要である。  

（2）特定高齢者把握事業関係  

（問28）基本健康診査や地域住民を対象とした健康づくり教室等において特定高齢者の  

選定を実施しているが、国が示した基準では、少数の特定高齢者しか見つけること   

∴ができないので、市町村の判断により基準を緩めてもよいか。  

（答）  

1．基本健康診査等において、少数の特定高齢者しか見つけることができない理由は、   

基本健康診査の受診者等の多＜が、自ら受診・参加できる自立した高齢者であるため  

であると考えられる。  

2．基本健康診査だけではなく、医療機関や民生委員からの情報提供、要介護認定非該   

当者、訪問活動等による実態把握等、様々な経路を通じて、特定高齢者の把握に努め   

ていただくことが重要であり、市町村の判断により基準を緩めず、国の基準に基づき  

実施していただきたい。  

3．なお、厚生労働省が昨年夏に実施した基本チェックリストのパイロット調査では、   

在宅高齢者の約10％が特定高齢者の候補者に該当するという結果が得られている  

ところである。  
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